


公共事業関係費の推移
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※平成21年度は、平成20年度で特別会計に直入されていた 「地方道路整備臨時交付金」相当額(07兆円)が一般会計計上
に切り替わつたため、見かけ上は前年度よりも増加(+50%)し ているが、この特殊要因を除けば△52%で ある。
※平成23年度及び平成24年度予算については同年度に地域自主戦略交付金へ移行した額を含まない。
※平成25年度当初予算は復興特会繰入れ(356億円)及び国有林野特別会計の

一般会計化に伴い計上されることとなつた直轄

を計上しており、その額は右の通りである。平成23年度3次補正予算までは、一般会計ベース、平成24年度当初予算以降は、
復興特会ベース。このほか、東日本大震災復興交付金がある。

【東日本大震災復旧=復興関係経費】
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※平成25年度は、地域自主戦略交付金の廃止、東日本大霞災復興特別会計への繰入額計上等の特殊要困があり、見かけ上は



公共事業関係費、道路関係予算について
(国費 :億円)

H24当初
H24予備費
(第一弾)

H24予備費
(第二弾)

H24補正 H25当初
停率r

財″イ当″

公共事業関係費
(政府全体)

45,734

※1  (52,285)

24,108 52,467 /./」

rァ.θの

ノ

Ｊ

　

ｒ

、

共ヽ事業関係費

国土交通省関係)
39,346

※2  (44,628)
551 506 18,144 44,891 /./イ

rァ.θ/ノ

道路整備 13,251 155 50 4,240 13,327 7_θ/

キ

ヤ

上会資本整備
念合交付金等

14,395

※2   (19,677)
301 7,963 19,594 ア.ヨび

r/.θの

社会資本整備

総合交付金
14,395 301 2,465 9,134

防災・安全交付金 5,498 10,460 皆増

※1()書 きは、H24当初予算額に地域自主戦略交付金(公共事業関係費相当分6,551億円)を加えた額

※2()書 きは、H24当初予算額に地域自主戦略交付金(国土交通省関係分5,282億円)を加えた額 2



道踏関係予算について
(単位 :億円)

事 項 事業費 対 前年度比 国 費  対 前年度比
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1.03

0.79

地  域

除

国債 義 務 額 (地 高 除 く)日補 助 率 差 額 等

有 事  業  等 17,000 1.00 683 0.77

△
口

料  道  路

計 32,956 1.01 13,327 1.01



寸

来年度予算

１０
％
削
減
、
消
費
増
税
別
枠

政
府
が
８
月
上
旬
に
策
定
す

．

る
２
０
１
４
年
度

一
般
会
計
予

算
の
概
算
要
求
基
準

（シ
ー
リ

ン
グ
）
の
概
要
が
３‐
日
わ
か

っ

た
。
消
買
増
税
な
ど
を
前
提
と

し
な
い
で
査
定
す
る

「要
望
墓

礎
額
」
と
、
消
棗
増
税
決
定
な

ど
で
税
収
増
を
見
込
め
る
よ
う

に
な

っ
た

時
点

で

査

定

す

る

「要
望
」
の
二
つ
に
分
け
て
各

省
庁
に
要
求
さ
せ
る
内
容
。
公

共
事
業
な
ど
の
裁
畳
的
経
費
は

今
年
度
予
算
比
で
１０
物
削
減
し

た
も
の
を
基
礎
額
と
し
、
基
礎

額
の
約
３０
物
を
上
限
に
要
望
と

し
て
上
乗
せ
要
求
で
き
る
よ
う

に
す
る
。
来
年
４
月
予
定
の
消

費
増
税
に
つ
い
て
、
安
倍
晋
三

・
首
相
は
今
秋
に
最
終
判
断
す
る

方
針
を
示
し
て
お
り
、
増
税
が

決
ま
っ
た
陳
に
予
算
を
増
や
せ

る
２
段
階
方
式
で
査
定
す
る
。

各
省
庁
は
８
月
末
ま
で
に
予

算
要
求
す
る
予
定
だ
が
、
要
求

時
点
で
消
黄
増
税
は
最
終
決
定

し
て
お
ら
ず
税
収
な
ど
を
見
通

せ
な
い
。
こ
の
た
め
、
予
算
要

求
を
２
段
階
に
分
け
て
柔
軟
に

対
応
で
き
る
仕
組
み
に
す
る
。

公
共
事
業
な
ど
政
策
に
よ

っ

て
増
減
す
る
載
畳
的
経
真

（今

年
度

１３

・
２
兆
円
）
は
、
１０
物

削
減
し
た
も
の
を
基
薩
額
と
し

て
要
求
さ
せ
、
さ
ら
に
基
礎
類

の
３０
物
相
当
の
３
兆
円
強
を
上

限
に
各
省
庁
が
予
算
を
「要
望
」

す
る
。
年
金

・
医
療

・
介
態
な

ど
の
社
会
保
障
関
係
真

（
同
２８

・
４
兆
円
）
は
少
子
高
齢
化
な

ど
に
伴

っ
て
１
兆
円
の
自
然
増

を
見
込
む
。

人
件
真
な
ど
制
度
で
予
算
が

決
ま
る
義
務
的
経
費

（同
１２
・

３
兆
円
）
、
地
方
交
付
税
交
付

金
等

（同
１６
・
４
兆
円
）
も
政

策
や
制
度
の
抜
本
的
な
見
直
し

を
通
じ
て
削
減
に
取
り
組
む
。

裁
田
的
経
費
の
削
減
分
は
社
会

保
障
関
係
買
の
自
然
増
に
ほ
ぼ

相
当
し
、
消
費
増
税
を
前
鍵
に

し
な
い
予
算
の
枠
組
み
は
今
年

度
並
み
と
な
る
。

こ
れ
ら
に
加
え
て
、
安
倍
首

相
が
消
費
増
税
を
最
終
決
定
し

た
時
点
で
、
経
済
成
長
に
よ
る

税
収
増
も
含
め
て
１４
年
度
の
税

収
を
高
度
見
積
も
り
、
各
省
庁

が
提
出
し
た
要
望
を
査
定
し

て
、
裁
担
的
経
費
を
基
礎
額
か

ら
増
額
す
る
。
社
会
保
障
関
係

真
も
自
然
増
１
兆
円
の
ほ
か

に
、
消
買
増
税
に
伴
っ
て
実
施

す
る
社
会
保
障
充
実
政
策
の
予

算
を
加
え
る
。

14年度予算の概算要求基準あイメージ
中 10型 却

占 (贈品)

人件費
など(義務
的経費)

地方交付
税交付金
など
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貯
期
梯
鋒
脚

一

て
査
定
作
業
を
す
る
。
１２
月
下

一

旬
に
財
務
省
が
取
り
ま
と
め
た

一

も
の
を
政
府
案
と
し
て
閣
議
決

一

定
し
、
内
閣
が
こ
れ
を
翌
年
の

一

通
常
国
会
に
提
出
す
る
。
政
府

一

離
鵬
推
雌
唖
輩
鍵
綻
却
務
帥
嵯

！

総
生
産
比
で
１０
年
度

（６

・
６

．

夕
）
か
ら
半
減
す
る
目
標
を
掲

げ
て
お
り
、
収
支
を
改
曽
し
て

い
く
た
め
に
も
税
収
増
の
範
囲

内
で
抑
制
の
利
い
た
予
算
を
編

成
す
る
必
要
が
あ
る
。
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